
項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

H29年度目標

32,156 千円 臨時職員

開発事業者による開発事業が、条例に定めた基準や手
続きに基づき、適正に実施されているか確認する。
・近隣関係者への事業説明についての報告。
・開発事業者と施設整備の協議を行う。
・施設整備協議終了後、承認通知書を交付する。
・市は、事業の完了時に、承認時における内容が遵守さ
れているか完了検査を実施する。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　条例に基づく審査・指導を中心とした業
務として継続する。

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

27,625千円 臨時職員 ①108件

②108件

③110件

H28年度目標

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

3.19 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 910 110 ①開発事業申請件数

②承認件数

③完了検査件数

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無

完了検査済証発行率

　完了検査済証を発行する際は、開発事業の
完了時に検査を行う事により、承認した施設整
備基準が尊守され、適合していると認められる
場合は完了検査済証を発行するため。

　行政不服審査法による審査請求があっ
た場合に備え、「開発審査会マニュアル」
を作成した。

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H27年度目標

100 100

100

指標名

642 211

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市街づくり条例に基づき審
査・指導を行うことにより、施設整
備基準を満たし良好な街づくりが
行われるよう努めている。

3.75 人
非常勤
特別職

100

H28実績

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市街づくり条例

非常勤
特別職

H29年度目標

46,305 千円 臨時職員 100

臨時職員
①73件

②116件

③298件

H28実績

現状のように、目標達成ができる組織体
制を維持する。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

100 100

5.40 人

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

無秩序な市街化の防止と計画的な市街化の形成を行
い、良質な宅地水準の確保とに適正な土地利用を図る
ことを目的とする。①都市計画法第29条に基づく開発許
可申請の審査及び処分を行う。②同法第35条の2に基
づく変更の許可申請の審査及び処分を行う。③同法第
36条に基づく工事完了の検査を行う。④同法第37条に
基づく工事完了前の建築制限等の承認申請の審査及
び処分を行う。⑤同法第42条、第43条に基づく建築許
可申請の審査及び処分を行う。⑥同法施行規則第60条
に基づく適合証明申請の審査及び処分を行う。

4.65 人
非常勤
特別職

100 100

40,269千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 835 610 ①開発許可申請数

②建築許可申請数

③適合証明申請件数

完了検査済証交付率

完了検査済証を発行する際は、開発事業の完
了時に検査を行う事により、許可した開発事業
が基準に適合していると認められる場合は完了
検査済証を発行するため。

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

都市計画法 913 589

事業の具体的な内容及び目的

困難さを伴う開発事業の相談案件につい
ては、ひとりで抱え込まずグループ会議を
開き、グループ全体で解決していく体制を
構築したため、業務の効率化が図られた。

無

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

自治事務

無無

・なし

地域の特徴を生かした市民主体の街づくりは、
本市の将来都市像の実現に寄与する重要な街
づくりの骨格となるものなので、結成された協議
会を適切に支援していく。

H27正規職員
人件費

H28年度目標10,825千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域の街づくりのルールを検討する母体となる
組織づくりが進んでいる。

事業の具体的な内容及び目的

街づくり条例に基づいた協議会結成届出団体数
（累計）

①街づくり協議会との協議回
数

②協議会への街づくりアドバイ
ザーの派遣回数

③街づくり講座等の開催回数

20110

270370

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務

地域の街づくりのルール（都市計画法に
基づく地区計画や街づくり条例に基づく市
との協定等）を定めるには区域内の権利
者の合意が必要であることから、ルール
化によるメリット等をわかりやすく伝えられ
るよう支援していく。

H28実績

所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアドバイザー派遣
等に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H27その他職員
従事割合

340.00 人
非常勤
特別職

1.25 人

6,603 千円

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

64

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

窓口において、開発許可申請者に
対し、許可基準を遵守するように指
導を徹底している。また、中間検査
も適宜実施し、申請図書と現場施
工に齟齬が生じないように努めて
いる。

①12回

②1回

③2回

6

H28目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H28年度目標

H28年度に改善した点

無 無

H27決算額H27予算現額 指標名

無無

H28年度に改善した点

法定受託＋附加法定受託事務 878

具体的な内容
・市民への街づくりに関する情報の提供、学習の支援等
・協議会からの要請による街づくりアドバイザーの派遣
・市主催の街づくり講座等の開催
・街づくり講座の講師として街づくりアドバイザーを派遣
・街づくり協定の締結や地区計画の策定の支援
目的
・市民主体の街づくりを推進する。

0.77 人

933

H28正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

・長期間、街づくりの方向性が定まらな
かった旧暫定逆線引き地区の解消及び、
土地利用転換推進エリアの取組みを推進
するため、都市計画課内に土地利用推進
室を設置した。

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業
の実施もしくは形態規制の制定により解消する
ことを指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事
業等の実施により土地利用が可能になったこと
をもって指標とする。

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区：５地区
・土地利用転換推進エリア：４地区

①各地区で開催した説明会・
勉強会の合計数
②上記説明会等への参加者
数及び権利者等への個別訪
問の合計数（延人数）
③

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

・旧暫定逆線引き地区について
は、地権者への意向調査に基づい
て各地区の基本的な方向性を示す
ことができた。また、その方向性に
ついて地権者への説明会を開催
し、そこで寄せられた多くの意見
を、今後の事業の進め方を検討す
る上で参考とすることができた。
・産業系土地利用転換地区につい
ては、各地区の特性等について地
権者に対する説明会を開催し、今
後の進め方について意見交換する
ことができた。

A

・地権者の意向を取りまとめるため、勉強
会等を開催して土地利用の在り方や市街
化区域編入の手順等について理解を図
る。
・県が行う区域区分の変更手続きに必要
となる関係機関との協議を進める。

8711,844都市計画法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

事業の種別

自治事務

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

37,151千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の
関連分野について関係機関との協議を継続的
に進める中長期的な取り組みが必要である。各
年度の活動は、その時点で必要な協議を着実
に進めることが中心となる。

0地区5地区0.00 人
非常勤
特別職

4.29 人

H28実績H28年度目標
①　１７回

②　５１６人

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0地区9地区
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28予算現額

0地区0.00 人臨時職員31,213 千円

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との共生に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざす。 3.64 人

根拠法令 H28決算額（見込み）

成果

成果指標

Ｈ１７年度～

実施計画ランク

重要

H27正規職員
人件費

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

実施計画ランク

優先

街づくり支援事業
都市
計画
課

都市
計画
課

期間

期間

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

土地利用転換推進
事業（区域区分見
直し事業）

期間

平成２８年度～

平成16年度～

街づくり条例に関す
る事務（開発事業
分）

都市計画法に基づ
く開発許可等に関
する事務

昭和47年度　～

期間
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成果

成果指標

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

項目名

■ □ □

実績

評価者

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

期間 0.75 人
非常勤
特別職

H29年度目標

平成24年度～ 6,431 千円 臨時職員

大規模盛土造成地の状況をパトロール等を行うことに
より的確に把握し、市民の安全を図る。

0.70 人
非常勤
特別職

無

H28年度に改善した点
　成果指標の目標値を毎年達成し
ている。また、Ｈ２８年５月に発生し
た熊本地震に被災宅地危険度判
定士を派遣、総合防災訓練にあわ
せて行った危険度判定模擬実地訓
練において、熊本県益城町での活
動報告と室内で被災現場に見立て
模擬訓練を行い、一定の成果が上
げられたと考える。

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

無

造成地の安全率（異常の無い個所数／総箇所
数）

H27その他職員
従事割合

100100

6,062千円

H27その他職員
従事割合

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

Ａ
H28目標値が未達成の理由・分析

100 100

H28正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

大規模盛土造成地（１７箇所）を目視により定期
的、かつ、必要に応じパトロールを行い、状況を
把握することにより市民の安全を図る。

H27実績

災害時の二次災害を防止するための被災
宅地危険度判定に係る「被災宅地危険度
判定実施要綱」を策定した。
また、危険度判定業務において、災害時
にそなえた本部運営訓練に加え模擬実地
訓練を行った。H27年度目標

目標達成済

24
①年間パトロール実施回数

②造成地の変動（異常発見箇
所）

H28実績

今後も大規模盛土造成地の状況把握に
努め、危険度判定士の充実を図る。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①12回

②0箇所

H28年度目標

H28予算現額 H28決算額（見込み）

指標名

特になし 31 43

臨時職員

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

宅地防災事業

根拠法令

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

B

期間 1.35 人
非常勤
特別職

H29年度目標

11,576 千円

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

100 70.8

3.00 人
非常勤
特別職

100 88

パトロール月6回程度を目標としているが、他の
業務を兼ねているため、目標に達しない月も
あった。

25,980千円 臨時職員 ①51回

②10件

③76箇所

　新規有姿分譲に対し、土地所有者へ事
前に啓発文書を送付した。結果、違反開
発の抑制につながったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　継続的な巡回パトロール、啓発看板の
設置、啓発文書の送付により違反開発の
抑止に努める。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 358

・市街化調整区域内での違反建築物の建築を防止する
ため。
・違反防止巡回パトロールを行い、口頭や文書による指
導を行う。
・事業者や土地所有者に違反開発防止の啓発文書を
送付する。
・対象分譲地の隣接地に啓発看板を設置する。

　継続的な違反指導、巡回パト
ロール、啓発看板の設置、啓発文
書の送付により違反開発の抑止に
努めている。また、先進市の視察
を参考に、庁内での連携強化や、
警察や事業者の協力を得るなどの
体制の強化に努めていく。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

都市計画法

216

パトロール出動率
違反建築物が完成してしまうと、取り壊すまでが
困難なため、パトロールによる早期発見に努
め、建築物が完成する前に指導を行なう。

H27正規職員
人件費

321 293

事業の具体的な内容及び目的

①年間巡回パトロール

②防止啓発文書送付

③啓発看板設置

目標設定の考え方・根拠

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

とことこガーデンや景観資源の登
録件数は順調に伸びているが、目
標達成への貢献は不明確である。
個々の取組が「景観」「街並み」と
いった広がりとして認識されるよう
な取組が必要となっている。

H28年度に改善した点

無 無

市民意識調査での都市景観や街並みの満足度

①景観市民活動クラブの登録
団体数
②とことこ景観資源の指定件
数
③とことこガーデンの認定件
数

1,0771,367

904

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

・とことこガーデンを紹介するマップを持ち
運びしやすい形状に改訂した。

定量的な指標を用いることが難しいことから、市
民意識調査の「都市景観や街並みの満足度」を
目標として設定している。

1,330所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

14,722千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

未達成の原因はつかめていないが、地域の特
性を活かした街づくりの周知や、とことこガーデ
ンの登録者を増やすことで、都市景観や街並み
の満足度が増すと考えられる。

58.666.90.00 人
非常勤
特別職

1.70 人

・平成23年の景観計画策定から数年が経
過していることから、これまでの成果を踏
まえて今後の景観施策の在り方を再検討
する段階にある。
・他市の取組を研究するとともに、景観審
議会での議論の場を設け、施策体系を再
構築していく。

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標
①9団体

②189件

③125件

H28実績0.50 人臨時職員

H29年度目標1.29 人

63.366.9
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円
滑に活動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会
議の開催、補助金の交付などを行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な
景観の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指
定し、公表する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を
「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

66.90.50 人臨時職員11,062 千円

自治事務

有無

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

国及び市の基地内における工事で事故等
が発生した際に、関係者全員に情報を送
致する連絡体系を構築した。

基地北側又は南側を利用し防衛医大に搬送し
ていた緊急車両が、並木通り1号線と並木通り2
号線の結節点間である東西連絡道路を利用し
て防衛医大に搬送する際に要する時間。

当事業は、市の単独事業では無く、国及
び米軍と3者で展開していくことから、引き
続き3者で情報共有及び連絡調整を図っ
ていく。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

東西連絡道路の供用開始により達成されるた
め。

事業の具体的な内容及び目的

緊急車両の移動時間短縮

①基地内道路工事

②土壌調査業務委託（未返還
地）

③基地内施設新設工事契約

128,632160,000

34,02180,084

法定受託＋附加法定受託事務

道路法・道路構造令・所沢市道路の構造の技術的基準
を定める条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

228秒

H28実績15,761千円

1.69 人

　東西連絡道路用地返還については、国との協議によ
り、返還条件である基地内にある各施設等の移設・設
置のうち、倉庫、防火水槽、施設出入口、基地運営用道
路、道路境界柵等の施設の移設等について、本市が負
担することになっていることから、東西連絡道路敷設工
事及び各施設の設置工事等を行うものである。

1.82 人

52秒
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

52秒14,492 千円

H28年度目標
①工事進捗状況：約35%

②調査進捗状況：100%

③契約締結

0.00 人

0.00 人臨時職員

都市
計画
課

企画
総務
課

開発
指導
課

実施計画ランク

違反開発防止事業

平成6年度～

実施計画ランク

優先

景観まちづくり支援
事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

最優先

東西連絡道路整備
事業

期間

H26年度～H31年度

東西連絡道路の供用開始は、平成
31年度を目途に各事業を展開して
いるため、東西連絡道路の供用開
始が完成していない現時点におい
ては目標値の達成には至っていな
いが、工程に基づいた各事業の進
捗状況は、概ね順調に進んでい
る。
引き続き、目標年次に供用開始が
なされるよう努めていく。

228秒52秒0.00 人
非常勤
特別職


